
１　総括１　総括１　総括１　総括
(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

　 人 ％ 　　　　　　　　　　　％

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項
平成１７年１０月１日　８市町村による新設合併

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

5,5916,558,197

千円

一人当たり給与
費　　Ｂ／Ａ

千円

1,518,908

職員手当 期末・勤勉手当

（参考）類似団体平
均一人当たり給与額

千円

5,941

千円

22年度
100,253

区　　分 給 与 費

千円 千円

給　 料

854,302

　　　　　　Ａ

千円

16.8

4,184,987

　　　　計　　　　Ｂ

1,884,259 20.3

22年度
1,173

57,066,105

職員数

前年度の人件費率

9,605,245

人件費実質収支 （参考）

千円

Ｂ

千円

区　　分 歳出額　

Ａ

住民基本台帳人口

（22年度末）

横手市の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ　　　

人件費率
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２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）
（単位　：　円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

区　　分

年収ベース（試算値）の比較

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成20～22年度の3ヶ年平均）

－

－

－

　対応する民間
　の類似職種

－

自家用乗用車自動車運転者

参考民　　間

－

－

1.12

1.58

1.52

1.37

－

－

－

－

Ａ/Ｂ

－ －

－

290,600 円

201,700 円

209,700 円

239,500 円

－

44.6歳

45.1歳

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）

－

53.8歳

55.5歳

－－

332,852 円

45.8歳

47.4歳 297,444 円 319,191 円64 人

297,168 円

309,173 円

299,841 円

廃棄物処理業従業員

調理士

用務員

322,595 円

321,632 円

－321,662 円

49.4歳

1.26

－

－－

公務員
（C）

うち用務員等

横手市

4,035,300 円

民間
（D）

2,679,300 円うち学校給食員等

5,084,033 円

-

－

337,234 円

参　考

1.57

1.732,943,200 円

1.90

330,425 円

5,105,539 円

3,354,100 円5,261,266 円

283,862 円

318,828 円 353,579 円

3,689 人

5,080,627 円

362 人48.7歳

5,087,540 円

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではな
い。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度
に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

平均給料月額

14 人

90 人

49.6歳

うち自動車運転手等

44.8歳

51.3歳

20 人

320,199 円

308,538 円

321,510 円

316,976 円

328,573 円

321,100 円

うち学校給食員等

うち自動車運転手等

うちその他

うち用務員等

横手市

秋田県

うち清掃職員

横手市

秋田県

43.0

43.5

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額平均給与月額

-

296,554 円

333,702

－

平均給与月額
（Ａ）

281,215 円20 人

12 人

－

C/D

区 分

411,868

323,477

347,519

368,856 347,956

382,395

（国ベース）

４級

363,434

353,744 円 －377,816 円

319,076 円

325,861 円

公 務 員

413,061

397,723

平均給与月額
(国ベース）

国

うちその他

うち清掃職員

類似団体

49.5歳

327,205

130 人

職員数

区　　分

類似団体 43.8

平均年齢

42.3

47.7歳

国

７級

243,700

２級

356,400 390,100

１級

135,600

給料月額

222,900 261,900185,800

309,200

５級 ６級３級

366,200

458,400

289,200

402,500 424,600

320,600
1号給の

給料月額

最高号給の
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③福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

注） 1

2

(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

　　　　　　　　 人 ％

（注）１　横手市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

305,147 335,647

-

平均給与月額

330,314横手市 47.6 312,467

秋田県

21.6

261

区　　　分

平 均 年 齢 平均給料月額

-

大　学　卒

高　校　卒

一般行政職

２級

主査 157

６級

区　　分 標準的な職務内容

４級

１級

５級

主事、技師

副主査

主任

13.9

1.2

101

14.6106

9

36.0

3.4

職員数

25

67 9.2

次長、課長、主幹等

部長、事務所長、局長

３級

７級

副主幹

148,600

161,600

177,500

233,050

国

172,200

129,200

137,200

-

172,200

-

-

161,600 -

253,753

経 験 年 数 １ ０ 年

177,500

275,586

235,660

296,800

261,150

構成比

268,380

-

区 分

172,200

140,100

短　大　卒

技能労務職
中　学　卒

高　校　卒

福祉職

大　学　卒

高　校　卒

短　大　卒

－

区　　　         分

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

一般行政職

福祉職

大　学　卒

短　大　卒

－

206,017

148,600

類似団体 42.6

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

横　　手　　市

152,800

－

137,200

秋　　田　　県

140,100

-

-

国 40.3 323,049

経 験 年 数 ２ ０ 年

253,925

257,938

354,403

269,960

291,707

316,418

　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

137,200

152,800

140,100

324,618

-

-

367,540-

経 験 年 数 １ ５ 年

288,267

－

213,850

－

平均給与月額

（国ベース）
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況

管理職について、平成23年1月昇給より活用。

５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成22年度） １人当たり平均支給額（平成22年度）

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算 役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算 管理職加算

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

管理職について、平成23年6月昇給より活用。

10～25％

5～20％

15％～25％

(1.40)

1.35

横　　　手　　　市

千円　

秋　　　田　　　県

千円　1,256

期末手当

1.35

　－

1.352.55

勤勉手当 期末手当

2.55

期末手当

2.60

国

勤勉手当勤勉手当

1,591

(1.45)(0.70)

なし

職制上の段階、職務の級等による加算措置

5～20％

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.70)(1.40)

5～15％

(0.65)

１級
3.6%

１級
3.3%

２級
9.9%

２級
9.7%

３級
36.7%

３級
37.0%

４級
18.0%

４級
18.9%

５級
15.7%

５級
14.2%

６級
14.8%

６級
15.9%

７級
1.3%

７級
1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比

4



(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

右の業務に従事した消防
職員

月6,000円

死亡人：1体につき3,000
　　　　　                   円
病人：1体につき1,500円

1回1,000円

主な支給対象職員

看護師及び准看護師

介護等業務手当

防疫等作業手当

高所作業手当

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員
及び消防職員

夜間特殊業務手当

夜間看護業務手当

手当の名称

41.340

59.280

47.500

59.280

59.280

勧奨・定年

33.50033.500

監督：日額200円
　　　（半日100円）
消防作業：1回300円

地上10メートル以上の足場の不安定な箇
所で工事現場の監督又は地上10メートル
以上の高所で消防作業等

1日600円（半日300円）

支給単価

感染症の患者の救護作業、感染症の病原
体に汚染されたものの処理作業、家畜伝
染病の防疫作業等

1回730円
深夜（22：00～翌6：00）において行われる
消防の業務

知的障害者援護施設：
　　　　　　　　月6,000円
老人福祉施設及び介護老
人保健施設：月8,000円

1日220円（半日110円）

全部深夜：1回6,800円
一部深夜
・4時間以上：1回3,300円
・2～4時間 ：1回2,900円

現地において地権者等と直接面接して行
う用地交渉業務のうち、特に困難なもの

介護老人保健施設における深夜に行われ
る看護等業務

用地交渉等手当

主な支給対象業務

清掃業務等手当

行旅死病人取扱手当 〃

救急救命士の資格を有する消防職員が行
う救急救命処置業務

災害、緊急出動手当
右の業務に従事した消防
職員

各ごみ処理施設及びし尿処理施設におけ
る直接清掃作業

〃

救急救命処理業務手当

13,537 23,710

支給率

41.340

47.500

59.280 59.280

支給対象地域

824

18

412

支給実績（平成22年度決算）

59.280

18

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

東京都特別区

国の制度（支給率）

手当の種類（手当数）

支給対象職員数

12

19.4

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

25,603

2

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

右の業務に従事した職員

機関員の業務：1回300円
機関員の業務以外：
　　　　　　　　 　1回240円

〃

災害又は緊急のための出動

国

30.550

勧奨・定年

30.550

横　　　手　　　市

23.500 23.500

行旅死病人の取扱業務

95,178

支給実績（平成22年度決算）

右の業務に従事した職員
老人福祉施設、介護老人保健施設及び
知的障害者援護施設における入所者への
直接の看護、介護又は厚生の業務

5



(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

 　円

千円

　 円

(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

通勤距離が片道2㎞以上の職員に
支給

234,035

－

国の制度と

1日350円潜水作業手当 右の業務に従事した職員

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

国の制度

支給実績（21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

住居手当

・部長級職員

・職員と配偶者の住居間の交通距
  離に応じ、月額23,000円～上限
  68,000円

・次長級職員

通勤手当

単身赴任手
当

・課長級職員

・交通機関利用職員：1箇月当たり
　最高55,000円
・自動車等利用職員：通勤職員に
　応じて月額2,000円～32,200円

43,900円

15,500円

24,400円

・副主幹級職員で
 所長の職にある者

手　当　名

扶養親族のある職員に支給

との異同

管理職手当

扶養手当

（平成22年度決算）

管理又は監督の地位にある職員に
支給

28,500円

同じ

・配偶者：13,000円
・配偶者以外は以下のとおり
　配偶者がいる場合：1人目
　　6,500円
　配偶者がいない場合：1人目
　　11,000円
　2人目以降：各6,500円
・満15歳に達した4月1日から満22
　歳に達した3月31日までにある子
　への加算：各5,000円

異動に伴い転居し、やむを得ない
事情により配偶者と別居して単身で
生活する職員に支給

・借家、借間居住職員（月額
　12,000円超の家賃を支払ってい
　る職員）：最高27,000円
・配偶者が借家、借間に居住する
　単身赴任手当受給職員：
　最高13,500円

492

〃 斎場における火葬業務

179,328

支給実績（22年度決算）

火葬業務手当

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成22年度決算）
内容及び支給単価

千円

千円

43,530

月5,000円

潜水器具を使用した潜水作業

借家、借間に居住する職員及び単
身赴任手当受給者であって配偶者
が借家、借間に居住する職員に支
給

異なる

同じ

同じ

492,000

255,542

支給実績

千円

187,462

異なる内容

252,275

72,603 67,287

千円

30,021

306,549

同じ

284,880

205,245

千円

6



円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） 　　（１期の手当額） 　（支給時期）

　　　任期毎

　　　任期毎

　　　任期毎

　　　任期毎

　　　任期毎

期
末
手
当

副 議 長

議 員

教 育 長

区 長

退
職
手
当

教 育 長

市 長

識見監査委員

副 市 長

2.90

（注）　教育長は常勤の一般職に属するが、給与、勤務時間その他の勤務条件については他の一般職の職員とは別に条例で
　　　定めがあるため、参考として計上している。

区 分

報
酬

給
料

区 長

識見監査委員

12,889

21,213 96,862

千円

区 長

同じ
・支給額＝（深夜勤務1時間当たりの
  支給額）×深夜勤務時間数）

312,000

332,000

566,000

500,000

議 長

494,000

教 育 長

副 市 長

副 議 長

2.90

宿日直手当

384,000

456,000

・庁舎の保全、庁内の監視等のため
　の日直業務　1回4,200円
・医師の宿直又は日直業務　1回
　20,000円（半日直は10,000円）
・医師以外の職員宿直又は日直業
　務　1回7,400円（半日直は3,700
  円）

管理職手当支給対象職員が、臨時
又は緊急の必要により週休日又は
祝日等に勤務した場合に支給

・管理職手当の適用区分に応じ、勤
　務1回につき4,000円～10,000円を
  支給
※6時間を超える勤務の場合は5割
　増

副 市 長

　　（平成22年度支給割合）

議 員

　　（平成22年度支給割合）市 長

同じ

千円

夜間勤務手
当

宿日直勤務をした職員に支給

管理職特別
勤務手当

正規の勤務時間として深夜（午後10
時～翌日の午前5時の間）に勤務し
た場合、勤務した全時間に対して支
給

658,000

同じ

市 長

毎年11月から翌年3月の各月の初
日に在職する職員に支給

寒冷地手当

・世帯主で扶養親族のある職員
　1万7,800円
・世帯主で扶養親族がない職員
　1万200円
・その他の職員　　7,360円
  を11月から翌年3月までの5ヶ月間
  支給

918,000

89,669 68,712

千円

議 長

識見監査委員

5,015 8,939

千円

464

－

－

367,000

606,600

720,000

（参考）類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

－

494,000×在職月数×0.21

820,000×在職月数×0.47

658,000×在職月数×0.28

500,000×在職月数×0.21

4,979,520

18,499,200

420,000

8,843,520

5,705,280

2,520,000

530,000

820,000

同じ

411,000

－

－

445,000

566,000×在職月数×0.21

－

747,000

7



７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

地域局管財・交通安全業務の見直し

本庁・地域局間の福祉業務の見直し

本庁・地域局間の衛生業務の見直し

地域局の農業業務の充実

マーケティング・観光業務の充実

本庁・地域局間の建設業務の見直し

<参考>

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

生涯学習業務の見直し

消防防災体制の充実

<参考>

人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

地域医療の充実

上下水道部の課・担当の統廃合

国保・介護保険事業業務の充実

<参考>

人口１万人当たり職員数 人

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　特別行政部門には、教育長を含む。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

小　　計

1,709

1,174

40

106

47

207

1,145 △ 29

4

人

39歳

人

△ 2

13

合　　計

117

165

教　　　育 158

　　　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

7

△ 6

対前年
増減数

0

平成23年
主 な 増 減 理 由

総　　　務

職 員 数

普
通
会
計
部
門

156

112

11

820

消　　　防

小　計

一
般
行
政
部
門

231

80.92

衛　　　生

5

△ 31

3

△ 7

114

43

99

△ 2

平成22年

72

商　　　工

税　　　務

民　　　生

土　　　木

人 人人人

142 212 214 1

～

203

59歳

人

以上

～

56.57

48歳 60歳56歳

112.99

79.96

167.65

52歳

△ 10

～

233

47

～ ～ ～

34

22

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数値である。

31歳

32歳28歳

27歳

24歳

35歳

44歳

51歳

[         1,958］

～

36歳

[         1,958］

22

1,699

535

130

554小　　計

下 水 道

そ の 他

19

0

13362

27

20歳

～

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水　　　道

区　分

病　　　院

20歳

未満 23歳

851

労　　　働

農林水産

227

77

議　　　会

375

△ 24

～

169

0

7

0

人

計

～

40歳

55歳

人

△ 7

211 18253 9112
職員数

人 人人

208 1,699170

人

43歳 47歳

0

2

4

6

8

10

12

14

H２３構成比

５年前の構成
比

%

8



(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移

（単位　：人・％）

注）　1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

 　　　2　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

8　公営企業職員の状況8　公営企業職員の状況8　公営企業職員の状況8　公営企業職員の状況

(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業

① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

     　決算

千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成23年3月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

156

(△ 4.3%)

△ 10

△ 91

△ 143

(△ 14.1%)

(△ 7.8%)

5,591

給与費Ｂ／Ａ　　

（参考）市町村平均
一人当たり給与費

4

△ 52

勤勉手当

％　％

一般行政職平均

1,256

5～15％

なし

22年度

Ａ  

1,600,541

△ 46 (△ 5.3%)

(△ 6.0%)

(2.4%)

人　

28

5～15％

(0.70)(1.40)

1,309

勤勉手当

2.55

－

公営企業等会計計

なし

期末手当

１人当たり平均支給額（平成22年度）

総費用

一般行政

19年

1,244

 千円

期末手当

535,892

－

（参考）総費用に占める職
員給与費比率 平成20年度の総費用に占

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　

平均月収額

12.1 12.6

一人当たり

　　　　　計　　　　Ｂ

給　　与　　費

千円　

期末・勤勉手当

千円　

千円　

１人当たり平均支給額（平成22年度）

(1.40) (0.70)

1.352.551.35

　　　　　　Ａ

　　　　　　区　　分

団 体 平 均

横　手　市

給　 料

千円　

事 業 者

45.6

41.6

職員数

区分

Ｂ　

職員給与費

区分

　　　　千円

純損益又は実質
収支

基本給

職員手当

36,531

192,887

総合計

平　均　年　齢

118,576

千円　

22年度

18年

166

1,197

横 手 市 311,015

千円　

462,039

15,557 154,136 5,505

千円　

　　　　　　　　　　　　年度
部門別

過去５年間
の増減数（率）

22年21年 22年20年

820

消防

普通会計計

教育 175

866904

165165

1,145

554

1,699

594

165 165

535

1,1741,150

169

1,145

851

165

158

824818

161162

627645615

1,859

102,048

362,100

1,7091,7441,7721,842
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 イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）　「横手市水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例」には、地域手当を支給する規定なし。

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

（注）　「横手市水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例」には、特殊勤務手当を支給する規定なし。

オ　時間外勤務手当

千円

　 円

千円

　 円

 カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）  

円

円

勧奨・定年

－

23.500

千円

5,132

142,530

支給実績国の制度と

5,797

異なる内容 （平成22年度決算）

7,226

左記職員に対する支給単価

－

横　手　市

28,422

30.550

支給実績（平成22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

主な支給対象業務手当の名称

－

－

－

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

住居手当

・配偶者：13,000円
・配偶者以外は以下のとおり
　配偶者がいる場合：1人目
　　6,500円
　配偶者がいない場合：1人目
　　11,000円
　2人目以降：各6,500円
・満15歳に達した4月1日から満22
　歳に達した3月31日までにある子
　への加算：各5,000円

借家、借間に居住する職員及び単
身赴任手当受給者であって配偶者
が借家、借間に居住する職員に支
給

同じ

との異同

千円

国の制度（支給率）

勧奨・定年

内容及び支給単価

47.500

59.280

33.500

30.550

59.280

41.340

一般行政職平均

59.280

47.500

自己都合

23.500

23,710

41.340

59.280

- 

59.280

13,537

59.280

33.500

200,706

支給実績（平成21年度決算）

－ －

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

－

支給実績（平成22年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成22年度決算）

222,942

国の制度

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

手　当　名

支給実績（平成22年度決算） -

-- - -

支給率 支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） -

支給対象地域
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円

円

円

円

円

円

円

異なる
65,733

千円

2,038

千円

0

0

0 0

千円

千円

77,3362,630

0

同じ

千円

・庁舎の保全、庁内の監視等のため
　の日直業務　1回4,200円
・医師の宿直又は日直業務　1回
　20,000円（半日直は10,000円）
・医師以外の職員宿直又は日直業
　務　1回7,400円（半日直は3,700
  円）

314,000

・世帯主で扶養親族のある職員
　1万7,800円
・世帯主で扶養親族がない職員
　1万200円
・その他の職員　　7,360円
　を11月から翌年3月までの5ヶ月間
　支給

毎年11月から翌年3月の各月の初
日に在職する職員に支給

寒冷地手当

宿日直手当

同じ

・借家、借間居住職員（月額
　12,000円超の家賃を支払ってい
　る職員）：最高27,000円
・配偶者が借家、借間に居住する
　単身赴任手当受給職員：
　最高13,500円

0

正規の勤務時間として深夜（午後10
時～翌日の午前5時の間）に勤務し
た場合、勤務した全時間に対して支
給

942

・部長級職員

異動に伴い転居し、やむを得ない
事情により配偶者と別居して単身で
生活する職員に支給

同じ

・交通機関利用職員：1箇月当たり
　最高55,000円
・自動車等利用職員：通勤職員に
　応じて月額2,000円～33,200円

同じ

千円

夜間勤務手
当

管理職手当

管理職特別
勤務手当

通勤手当

・次長級職員

管理又は監督の地位にある職員に
支給

単身赴任手
当

宿日直勤務をした職員に支給

・支給額＝（深夜勤務1時間当たりの
  支給額）×深夜勤務時間数）

通勤距離が片道2㎞以上の職員に
支給

同じ

1,455 363,600

・職員と配偶者の住居間の交通距
  離に　応じ、月額23,000円～上限
  68,000円

千円

－ －

28,500円

43,900円

・課長級職員 24,400円

同じ

・管理職手当の適用区分に応じ、勤
　務1回につき4,000円～10,000円を
  支給
※6時間を超える勤務の場合は5割
　増

0

管理職手当支給対象職員が、臨時
又は緊急の必要により週休日又は
祝日等に勤務した場合に支給

0
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(2)　病院事業(2)　病院事業(2)　病院事業(2)　病院事業

① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

     　決算

千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成23年3月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

横手市 歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

医療技術師

看護師等 453,757

－

1,376,318

5,591

1,545,331

301,708 440,674

414,242

284,409

275,159

353,884

494,250

476,718

418,754

平均月収額

439,621

％　

　　　　　　Ｂ／Ａ

基本給

千円　

2,431,457

千円　千円　
22年度

期末・勤勉手当 給与費Ｂ／Ａ　　

6,643

千円　

　　　　　計　　　　Ｂ

366

　　　　　　Ａ

技能労務職員

事務職員

医師

看護師等

平　均　年　齢

42.3

48.5

42.7

36.0

38.2

　　　　千円

200,481 3,299,774

千円　

（参考）区分

45.2

総費用に占める職
員給与費比率

％

総費用 純損益又は実質
収支

（参考）市町村平均
一人当たり給与費

千円　

平成20年度の総費用に占
める職員給与費比率Ｂ　

一人当たり

期末手当 期末手当

事 業 者 －

1.351.35

1,190

2.55

勤勉手当

(1.40)

5～15％

なし

(0.70)

－

518,520

2.55

千円　

横　手　市

１人当たり平均支給額（平成22年度）

－ －

43.8 342,657

勤勉手当

1,256

(0.70)

一般行政職平均

団体平
均

事務職員

－

医師

37.9

－

43.8 570,112

287,568

１人当たり平均支給額（平成22年度）

5～15％

なし

－

技能労務職員

(1.40)

職員数

　　　　　　区　　分

1,283,946

職員手当給　 料

人　

Ａ  

707,890

千円　

給　　与　　費区分

6,937,474 47.6
22年度

職員給与費

医療技術師

 千円
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 イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　

ウ　地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

59.280

47.500

33.500

自己都合

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

326,492

11

勤続１年未満　月額10,000円
勤続1年増すごとに月額2,000
円加算（限度額30,000円）

満１年につき月額10,000円

派遣手当 診療所への派遣

給料月額の7/100に300円を加
算した額（限度額月額10,000
円）および7,000円を加算した
額

平日2,000円以内
土日・祝日4,000円以内

医師

-

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

医師

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

麻酔手当 医師

特殊診断書等作成手当

支給対象地域 支給率

医師

手当の種類（手当数）

手当の名称

勤続手当

主な支給対象職員

-

勧奨・定年

救急診療待機業務手当

医師

助産師手当

41.340

47.500

33.500

勧奨・定年

横　手　市

13,5374,573

59.280

59.280

30.55023.500

41.340

59.280

19,917

59.280

23.500

研究手当

支給実績（平成22年度決算）

59.280

主な支給対象業務

医師

-

支給対象職員数

-

一般行政職平均

業務手当

診療放射線科、臨床検査科、薬
剤科、ＭＥ室および看護科に勤務
する有資格職員

薬剤師

保健師、助産師、看護師、准看護
師（以下看護師等）

臨床工学技士

公衆衛生活動手当 医師

月額20,000円

月額4,000円

月額100,000円以内

月額500,000円以内

産婦人科外科外来および病棟に
勤務する有資格者

月額15,000円

国の制度（支給率）

30.550

99.2

-

-

市立横手病院に勤務す
る者に限る

1回につき5,000円

市立横手病院に勤務す
る者に限る

科長（管理職手当支給対
象者を除く）

収入額の25％

月額300,000円以内

23,710

863,735

左記職員に対する支給単価
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オ　時間外勤務手当

千円

　 円

千円

 　円

カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）  

円

円

円

夜間看護手当

支給実績（平成21年度決算）

異なる内容

検査室勤務者および危険物取扱
者

感染症病棟関係勤務者

放射線取扱者

253,488

90,749

支給実績国の制度と

269,497

（平成22年度決算）

101,870

同じ

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

同じ

・借家、借間居住職員（月額
　12,000円超の家賃を支払ってい
　る職員）：最高27,000円
・配偶者が借家、借間に居住する
　単身赴任手当受給職員：
　最高13,500円

13,524

月額5,000円

日額290円

千円

謝礼金等として病院事業会計
に納付された金額の50％

給料月額の7/100に300円を加
算した額（限度額月額10,000
円）

市立横手病院に勤務す
る者に限る

病院外で講師等を行った職員

医師、薬剤師、臨床工学技士、看
護師等を除く職員

住居手当

業務手当

看護師等、介護士、介護員

内容及び支給単価 との異同

扶養親族のある職員に支給

介護士、介護員

扶養手当

手　当　名
国の制度

借家、借間に居住する職員及び単
身赴任手当受給者であって配偶者
が借家、借間に居住する職員に支
給

危険手当

医師を除く全職員

・配偶者：13,000円
・配偶者以外は以下のとおり
　配偶者がいる場合：1人目
　　6,500円
　配偶者がいない場合：1人目
　　11,000円
　2人目以降：各6,500円
・満15歳に達した4月1日から満22
　歳に達した3月31日までにある子
　への加算：各5,000円

19,514 69,197

23,938

通勤手当 通勤距離が片道2㎞以上の職員に
支給

・交通機関利用職員：1箇月当たり
　最高55,000円
・自動車等利用職員：通勤職員に
　応じて月額2,000円～32,200円

241,495

209,980

千円

千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成22年度決算）

深夜全部
　　　　　　　　　6,800円以内
深夜4時間以上
　　　　　　　　　3,300円以内
深夜2時間以上4時間未満
　　　　　　　　　2,900円以内

月額3,750円以内

月額5,750円以内

市立大森病院に勤務す
る者に限る

月額15,000円以内

異なる
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円

円

円

円

円

円

円

宿日直手当

初任給調整
手当

欠員の補充が困難と認められる職
（医師）に支給

同じ

・採用の日以後の期間に応じて月額
  で支給
・大学卒業の日から採用日までの期
間が４年を超える職員については採
用の日からその超えることとなる期
間に相当する期間、この手当が支
給されているものとして調整された
額を支給する

3,452,363131,190

82,682

20,615

53,591

490,812

夜間勤務手
当

正規の勤務時間として深夜（午後10
時～翌日の午前5時の間）に勤務し
た場合、勤務した全時間に対して支
給 同じ
・支給額＝（深夜勤務1時間当たりの
　支給額）×深夜勤務時間数）

28,500円

・職員と配偶者の住居間の交通距
  離に　応じ、月額23,000円～上限
  68,000円

－

同じ

・次長級職員

同じ

宿日直勤務をした職員に支給

同じ

・庁舎の保全、庁内の監視等のため
　の日直業務　1回4,200円
・医師の宿直又は日直業務　1回
　20,000円（半日直は10,000円）
・医師以外の職員宿直又は日直業
　務　1回7,400円（半日直は3,700
  円）

・管理職手当の適用区分に応じ、勤
　務1回につき4,000円～10,000円を
　支給
※6時間を超える勤務の場合は5割
　増

19,347

千円

18,108

千円

千円

千円

千円

43,900円

給料月額の
20/100

・診療部長
給料月額の

15/100

単身赴任手
当

異動に伴い転居し、やむを得ない
事情により配偶者と別居して単身で
生活する職員に支給

同じ

・世帯主で扶養親族のある職員
　1万7,800円
・世帯主で扶養親族がない職員
　1万200円
・その他の職員　　7,360円
  を11月から翌年3月までの5ヶ月間
  支給

寒冷地手当
毎年11月から翌年3月の初日在職
する職員に支給

管理職特別
勤務手当

管理職手当支給対象職員が、臨時
又は緊急の必要により週休日又は
祝日等に勤務した場合に支給

24,400円

・薬剤管理科長、副総
　看護師長等

15,500円・総括主任、副技師長

・薬剤科長、看護師長
  等

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に
支給

－

28,500円

・課長級職員

・院長・副院長

・部長級職員 43,900円

24,400円

・総看護師長

607,125

千円

0 0

22,464

69 34,500

千円
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